
日本における
これからのエリアマネジメント

光亜興産官民協働まちづくり実践講座第一回シンポジウム

都市マネジメント時代の「民」が担う「公」のあり方
－エリアマネジメントの発展に向けて―

東京都市大学教授 小林重敬

大手町・丸ノ内・有楽町エリアマネジメント協会理事長
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１．エリアマネジメント基礎論
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１．エリアマネジメントの特徴

 一定のエリア内の事業者・地権者・市民などが固
有の地域特性を活かすために主体的に取り組む

 エリアを「つくること」と「育てること」を一体
として取り組み、そのための組織化を図る

 長期的・社会的視点を考慮した行動をとる

 行政主導ではなく、事業者・地権者・市民などが
主体的に進めること 「新たな公」
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２．エリアマネジメントを動かす２つの動向

 グローバル化に伴う地域間競争

マーケット・メカニズム

 グローバル化が促すローカル化の動向

コミュニティ・メカニズム

グローバル化の時代には逆説的なことに、
その国民が持っている「国民特性」がかって
なく試される。
守るべき文化、育てるべき風景、都市と田
園への想像力、豊かな人間関係や日常生
活、広い意味での「国民の文化」への愛着と
責任感だけが耐久力ある社会を作り上げる

佐伯啓思氏（京都大学経済学部）
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３．「つくる」ことと「育てる」こと

 まちを「つくる」ことは一般に社会資本整備さ
れた土地の上に法コントロールの枠内で各主体
がそれぞれの構想に基づいて行うことが可能で
あるが、まちを「育てる」ことは一定のエリア
の多くの主体が方向を同じくしてフリーライ
ダーを出さないように進める必要がある。

 多くの主体が方向を同じくしてフリーライダー
を出さないようにするには、そこに一定の
「絆」が必要であり、そのような関係を

「社会関係資本」と呼ぶ。
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４．非協力的行動から協力的行動への
「行動変容」

「育てる」ことが実現する「行動変容」

 非協力的行動：人々が短期的・利己的視点の
みを優先する行動

 協力的行動：長期的・社会的視点を考慮した
行動
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５． 都市づくりの考え方の変化

これまでの

「つくる」都市づくり

 社会資本整備

 公的資金

補助金・融資など

これからの

「育てる」都市づくり

 社会関係資本構築：

「エリアマネジメント」

social  capital

 「志ある資金」：
「シードマネー」

social  found
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６．エリアをつなぐ機能を持つ
エリアマネジメント

 コントロール

① トップダウン

（法令、条例）

② 権力

③ 強制

 マネジメント
① ボトムアップ

（地域ルール）

② 絆

③ 信頼と互酬性
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２ 社会関係資本について
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１．社会関係資本とは

 社会関係資本とは、「信頼感や規範意識、ネット
ワークなど社会組織のうち集合行為を可能にし、
社会全体の効率を高めるもの」であり、「互酬性
の規範」と「市民的な参加のネットワーク」から
なるものである。（パットナム）

 一般に、「物的資本（土地、財産など）は物理的
対象を、人的資本（スキル、知識、経験など）は
個人の特性をさすものだが、社会関係資本が指し
示しているのは個人間のつながり、すなわち社会
的ネットワーク（絆）、およびそこから生じる互
酬性と信頼性の規範である」

（パットナム『孤独なボウリング』）。
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２．「互酬性」とは

 「互酬性」とは、聖書にある「人にしてもらいたいと思うこ
とは何でも、あなたがたも人にしなさい」という一般的互酬
性と、「あなたがそれをしてくれたら、私もこれをしてあげ
る」という特定的な互酬性のことである。

 パットナムによれば、「信頼は社会生活の潤滑油となるもの
であり、人々の間で頻繁な相互作用が行われると、一般的互
酬性の規範が形成される傾向がある」という。

 社会的ネットワークと互酬性の規範は、相互利益のための協
力を促進させうる。「社会の成員間でこうした互酬性が一種
の社会的規範にまで高められると、その規範に基づく社会
ネットワークが形成される。このネットワークが社会に埋め
込まれることによって、今度はネットワークが社会の成員を
常に相互に協力するように差し向けるという（循環的な）プ
ロセスが想定される。」

（宮田加久子『きずなをつなぐメディア』）。
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３．「信頼」とは

 「信頼」概念は「人格的信頼」と「システム的信頼」に分化で
きる。（ル―マン）

 ル―マンが理解する「信頼」の本旨は、「ある期待される将来
の事象のために、それ以外の事象の可能性を制限して行動する
というリスクを引き受けること」としている。それはまた近代
社会の事象の複雑性を縮減する機能を果たす役割を担っている
とし、そこから「信頼」を単に「人格的信頼」とせず、「シス
テム的信頼」を分化させている意味でもある。

 様々な人格が関わるまちづくりの面では、「人格的信頼」には
限界があり、「システム的信頼」が重要な役割を担うことは明
白である。さらに「人格的信頼」は人に対する信頼という意味
では事実的であり、「システム的信頼」は抽象的なシステムに
信頼を寄せるという意味では「脱事実的で未来志向的な性質が
主として形成されている」としており、まちづくりに関わる
「地域ルール」の面からみると「システム的信頼」の重要性が
認識できる。

 （中山信弘、藤田友敬「ソフトローの基礎理論」pp71石川「「信頼」に関する学際的研究の一動向」）
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４．「信頼」と社会関係資本

 この「信頼」の議論を、社会関係資本の面から整理す
ると、広義の社会関係資本としてとらえると、公共財、
私的財、クラブ財の3つに分類でき、公共財としての
社会関係資本は社会全般における信頼・規範であり
「システム的信頼」の性格を有する。

 一方、私的財、クラブ財は個人間あるいは企業間、ま
たある特定のグループ内における「人格的信頼」を前
提としていると考えられる。

 まちづくりに関わる「地域ルール」が想定している社
会関係資本における「信頼」は、クラブ財から出発し
公共財に向かう志向を持ったものであると理解できる。

（稲葉陽二「ソーシャル・キャピタル入門」）
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５．社会関係資本：エリアマネジメント
「信頼」と「互酬性の規範」（「ネットワーク」 ）

 「社会関係資本」が「信頼」と「互酬性の規
範」を「ネットワーク（絆）」以外の要素として
取り上げた意味がある。地域の再生の面から考え
ると、地域の「まとまりの良さ」が「社会関係資
本」の成果に直接つながると考えるからである。

 逆にいえば「信頼」と「互酬性の規範」に根差し
たエリアを単位とした地域プラットフォームが形
成され、システム的信頼の証である「地域ルー
ル」（ガイドライン：一定のサンクションを含
む）が、「社会関係資本」を、よりよい関係とし
て構成し、エリアマネジメントを構成することに
になる。
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６．エリアマネジメントとは

 地域の価値を維持・向上させ、また新たな地域価
値を創造するための、市民・事業者・地権者等に
よる「絆」（社会的ネットワーク、およびそこか
ら生じる互酬性と信頼性の規範）をもとに行う主
体的な取組とそのための組織化（公共財）

 「新たな公」の実現

「「街を育てる」 エリアマネジメント推進マニュアル」
2008年8月より
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７．エリアマネジメントの対象

欧米のエリアマネジメ（BID） 日本のエリアマネジメント

地域管理運営の段階からの
エリアマネジメント

 地域管理・運営

持続的発展を目指す活動
（育てること）

 地域再生

地域の再生を図る活動
（再生すること）

開発の段階からの

エリアマネジメント

 都市づくり

開発行為等の一過的な活動
（つくること）

 地域管理・運営

持続的発展を目指す活動
（育てること）

 地域再生

地域の再生を図る活動（再
生すること）
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８．欧米と日本のエリアマネジメント

欧米のエリアマネジメント（BID）

の目的

日本のこれからの

エリアマネジメントの目的

 治安維持・清掃・公的
施設管理などの行政の
上乗せサービスの提供

 マーケッティングや商
業・産業振興などの行
政からは得られにくい
サービスの提供

（アメリカのBID）

 環境・エネルギ―と防
災・減災への積極的な
取り組み

 イベント開催・文化活
動・都市観光活動・就
業者、来街者交流・商
業振興
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３．欧米におけるエリアマネジメント
（ＢＩＤ）
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２

１．欧米におけるＢＩＤの設立状況

 北米（アメリカ、カナダ）で1000地区以上、イギリスで

130地区（12年4月現在）あり、ニューヨーク市内の設立

数は64地区、ロンドン市内の設立数は27地区

・設立数の多さに見られるように、様々な特性を持つ地区

で活用されている制度

 アメリカでの制度創設が1980年代（団体設立が大幅に増え

たのは、90年代以降）、イギリスやドイツでの制度創設が

2004～06年頃であり、古くからある制度ということでは

ない。

（平成25年4月26日 都市計画局資料）
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【ＮＹ市内のＢＩＤの位置図～都心だけでなく郊外にも分布】

NY市都心部

＝マンハッタン区の中・南部

注）ＮＹ市域の面積は、大阪府の4割程度
（拡がりは大阪市＋中央環状線沿道市のエリアくらい） ２

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



ニューヨーク中心部のＢＩＤ
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ロンドンのBID MAP
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ロンドン中心部のBID MAP
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公共空間（道路（歩道）・公園等）の

Ｓａｆｅ and Clean＝治安と清掃】

○イギリス、ドイツ等の制度も同じ。

これは、

・都心の荒廃に対する不動産所有者等の自主防衛という制度創

設の経緯もさることながら、

・民間団体による公共空間の管理・活用というBID団体による

活動の「公共性」が、税制度活用の根拠となっている側面も
出所：イギリス地方省DCLG「The Development and Implementation 

of Business Improvement Districts」(Jan.2007)より （平成25年4月26日 都市計画局資料）
３

２．ＢＩＤの基本的ミッション
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ＢＩＤとＮＰＯ

①州の法律、市等の条例に基づく特別地区
（Special District）

・地区内の不動産所有者等から一定の賦課金
（Assessment）をとる権限

・それを財源に地域の活性化を図る

②不動産所有者やテナントなどによって構成される
ＮＰＯによる運営

・地区内の警備、清掃事業、歩道整備

・宣伝、マーケテイング事業の共同化

３．BIDの概要
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５

６．訪問候補先ＢＩＤの概要

名　称 地区の概要

　　＊１

設立年
区域
面積

活動内容・特徴 年間収入
＊２

（うち税額）

大阪の
類似地区

タイムズスクエア
アライアンス

ＮＹ第一の繁華街で商
業施設が集積

1992年 約70ha

・設立当初は主に治安対策や環境改善
・近年は、観光案内書の運営やイベント
　の運営など、ブロードウェイの歩行者
　天国化と合わせた集客活動も実施

1,460万ドル
(1,038万ドル)

大阪駅周辺

グランドセントラル
パートナーシップ

郊外鉄道や地下鉄の
ターミナル駅を中心と
した業務地区

1988年 約110ha

・駅構内外のホームレス対策、歩道への
　プランターやゴミ箱、街路灯の設置
　などの環境改善
・地区振興のプロモーション活動等
（治安や環境などの基本的業務に力点が
　置かれ、独自収入は少ない）

1,242万ドル
(1,156万ドル)

御堂筋

大阪駅周辺

125番ストリート
貧困層が多く、以前は
犯罪が多発したハーレ
ム地区の中心

1994年
・主に治安対策や環境改善を実施
・さらに、空き店舗などの再開発誘導
　も実施

92万ドル
（不明）

西成

ブライアントパーク
都心部の公園（面積約
3.9ha）とその隣接区域

1988年 約10ha

・当初は主に犯罪多発公園の管理運営
・近年は公園を活用したイベントや飲食
　売店の運営も実施
・独自収入源が多く税依存度が小さい

860万ドル
(75万ドル)

天王寺公園

大阪城公園

うめきた２期

＊１：関経連報告書（2011年）等に基づくが、行政の設置認可と管理組合設立に１～２年程度ズレがある場合がある

＊２：関経連報告書（2011年）に基づく

４．ニューヨーク市の代表的なBID

（平成25年4月26日 都市計画局資料）
（平成25年4月26日 都市計画局資料）
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５．ＢＩＤの仕組み（ニューヨーク市）
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The Times Square BID
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６．タイムズスクエアＢＩＤの活動

・予算規模 約１２００万ドル/年（2009年）
・成果（‘92～’96の５年間 市調査）

・事業内容 清掃 清潔度up

歩道66％→93％

環境整備調査 道路36％→82％

インフラ整備（舗装と照明等）

犯罪件数－43％

警備 違法（詐欺等）－80％

タウンガイド/イベント実施

コミュニティサービス（＄30／ｆ2から＄100にｕｐ）

賃料水準３倍以上

・性風俗500フィート法（BIDが提起し立法化）

住宅地域、宗教施設、学校近接を排除・コミュニティ裁判所との連携

これにより、地区の風紀は改善されたが、ホームレス援助（ＮＰＯを提携） から 批判
→調整・合意形成・公共性の確保
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7.エリアマネジメントにおける
海外の「公共性」と日本の「公共性」
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４．エリアマネジメントに関する提言

環境まちづくりフォーラム実行委員会

委 員 長 小林重敬（NPO法人大丸有エリアマネジメント協会理事長）

構成団体

NPO法人大丸有エリアマネジメント協会

一般社団法人大手町･丸の内･有楽町地区まちづくり協議会

一般社団法人大丸有環境共生型まちづくり推進協会

名古屋駅地区街づくり協議会

梅田地区エリアマネジメント実践連絡会
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エリアマネジメントに関する提言（１）

 提言１ エリアマネジメント組織に対する
支援・優遇策の強化

 提言２ 取組み実践に向けた基盤として、
様々な情報の収集・蓄積・活用に
関する仕組みつくり

 提言３ 公共空間の管理・活用に関する制度
構築・運用改善
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エリアマネジメントに関する提言（２）

 提言４ 環境・防災対応という公共性を
ベースにした新たな資金確保方
策の構築

 提言５ エリアマネジメント活動に関す
る評価方法の検討と評価の仕組み
構築

 提言６ エリアマネジメント活動を担う
新たな法人制度の創設

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



提言４ 環境・防災対応という公共性を
ベースにした新たな資金確保方策の構築

 社会的な課題である「環境・エネルギー」や「防災・減災」
についてエリアマネジメント活動として取組むことや、より高
い公共性を持った「外向きのエリアマネジメント活動」を推進
していくことへの官民からの期待の高まりが顕著になってきて
います。

 これに応えるには、エリアマネジメント活動を継続的に支え
る多様な財源を確保する必要があります。そのため、アこれま
で我が国のエリアマネジメント組織が進めてきたエリアマネジ
メント広告事業や公開空地活用等に加えて、海外で一般的に導
入されているBIDのように、一定のエリアを限って、固定資産
に対する上乗せ課税による税収を当該エリアで活用する仕組み
を我が国で実現することも必要と考えます。

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



提言５ エリアマネジメント活動に関する
評価方法の検討と評価の仕組み構築

 エリアマネジメント活動がエリア内の様々な主体の理解を
得て展開していくとともに、しっかりとした財源を確保し
ていくためにも、エリアマネジメント活動によって、エリ
アにどのような成果が生まれるのか、どのようなメリット
が生まれるのかについて把握し、それを外部に示していく
ことが重要です。

 そのため、エリアマネジメント活動によってどのような成
果があがるのか、それをどのように把握し、評価するのか
についての手法を確立するとともに、それを公的に評価す
る仕組みを構築していくことが必要です。

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



５．エリアマネジメントの類型と実際
無

断
転

載
・無

断
利

用
を
禁

じ
ま

す



大都市 地方都市

中心部

既成市街地

エリアマネジメントの展開
（４類型）

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



都市中心部

１．大都市都心部

エリアマネジメント

２．地方都市中心部

タウンマネジメント

既成市街地

３．大都市既成市街地

エリアネットワーク

マネジメント

４．地方都市既成市街地

家守マネジメント

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



１．大都市都心部におけるエリアマネジメント
（エリアマネジメント）

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



２．地方都市中心部におけるエリアマネジメン
高松丸亀町商店街・長浜市（タウンマネジメント）

高松丸亀商店街の地域再生

（小規模連鎖型再開発事業について）

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



タウンマネージメントの目標

高松丸亀町商店街タウンマネージメントプログラ
ム2006－2010がめざす目標は、以下の通りであり、
概ね5年間で達成する数値目標を掲げる：

タウンマネージメントの目標

① 市民が集うメインストリート

② 市民が愛し誇れる町並み、快適な「場所」をつくる

③ 快適な居住空間を創出

④ 市民の公共的活動あるいは市民生活に必要な機能・
場の提供と支援

⑤ 環境と社会経済の両面でサスティナブルな町を目指す

⑥ より合理的な土地利用の促進

⑦ 町を健全に運営していくための的確な体制づくり

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



丸亀町商店街の小規模連鎖型開発

Ａ街区小規模
再開発事業

Ｇ街区小規模
再開発事業

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



機能複合による中心市街地再生

立体的な用途配置ルール

3層構造による機能構成

下層部ー商業機能中心

中層部ー公共公益機能中心

上層部ー居住機能中心

街区毎の機能構成

ゾーニングによる機能構成

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



長浜のタウンマネジメント体制の経緯

 昭和６３年 株式会社 黒壁

 平成７年 長浜倶楽部株式会社

 平成８年 株式会社新長浜計画

 平成２１年 長浜まちづくり株式会社

 平成２１年 神前西開発株式会社

 平成２２年 株式会社長浜まちの駅

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



３．大都市都心部既成市街地
（エリア・ネットワーク・マネジメント）

・産業構造の転換による地場産業の衰退
・歴史的背景からくる土地・建物の老朽化問題
・空室増加問題

コミュニティの衰退

従来の手法によらない新たな地域づくり

主体となる組織、プロジェクト内容、活動内容

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



① 大都市都心部の既成市街地

② 地権者を含む組織が一定のエリアを対象とした
「地域構想」を持つ

③ 構想に関連したプロジェクトにより地域づくりが進行中

対象地区

大阪市中央区 船場地域

船場デジタルタウン構想

東京都千代田区 神田・秋葉原地域

ＳＯＨＯまちづくり構想

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



① 一定の地域を対象とした独自の構想

② ハードの整備と仕組みづくりを含む

③ エリアマネジメントが目標

「地域構想」の定義

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



①地域連携による空室共同利用
～地域コミュニティの再生～

②職と技の再生
～地域産業の活性化～

③現代版「家守」の再生
～タウンマネジメント～

コアとサテライトの関係

地域ネットワーク

「家守」によるマネジメント

SOHOまちづくり構想

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



タウンマネジメント

第一段階 第二段階

①都市型新産業育成の支援

②都心居住の推進

③魅力ある都市空間の創造

［構想概念図］

地域内で段階的に整備していく

［空間整備イメージ］

船場デジタルタウン構想

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



４．地方都市既成市街地における
エリアマネジメント（家守事業など）

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



６．エリアマネジメントと関係性
無

断
転

載
・無

断
利

用
を
禁

じ
ま

す



エリアマネジメントと関係性
（社会関係資本の内実）

 開発の時点から管理・運営を関係付ける

 開発の時点とは異なる管理・運営時点での

公民などの関係を構築する

 多様な地域関係者間の関係を構築する

 開発後の効果・管理運営の効果を評価し関係
付ける

 エリアマネジメント活動の財源を確保する

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



５－１．開発の時点から管理・運営を
関係付ける

 開発の質のレベル：管理コストとの関係

行政の一般的管理のレベルとの違いを補完する仕
組み

 開発時の空間配置：運営のあり方との関係

イベントなどの運営のあり方を規定する

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



大丸有地区：「街並み形成型」「公開空地ネットワーク

型」

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



大阪グランフロント

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



５－２・開発の時点とは異なる管理・運営
時点での公民などの関係を構築する

 公（地方公共団体、警察、保健所など）、民間
権利者（所有権者、テナント）との関係：
協議会方式など

 民間権利者などの組織化：
任意組織としてのまちづくり協議会→
株式会社、NPO法人、社団法人

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



５₋3. 多様な地域内関係者間の関係を
構築する

地権者・建物所有者間

地権者・建物所有者とテナント

就業者

来街者

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



大丸有エリアマネジメント協会

■２００２年に東京都よりＮＰＯ認証取得

■まちづくりガイドラインの趣旨を尊重しつつ、交流・環境・活性化に取
り組み、地域社会の発展を目指す。

■ホームタウンとして誇れる街へ。活き活きと働ける街へ。

■街に参加する場、機会を創出する。

■環境・交流・活性化の取り組み

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



活動－１ 環境活動

■東京都しゃれた街並みづくり推進

条例にもとづく公開空地の積極的活用

■丸の内シャトル

■velotaxi（自転車タクシー）

■大丸有打ち水プロジェクト

■夏休み！エコキッズ探検隊

■常盤橋公園再生（清掃活動 → 活用へ）

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



５-４．開発時及び開発後の効果、
運営・管理の効果を評価する

 開発時の連携を評価する
（我が国のエリアマネジメントが「つくる」段階
から展開することによる・ネットワーク化の評
価）

 管理・運営の効果を評価する
（「育てる」段階におけるエリアマネジメント活
動の評価）

 税収の増加を評価する

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



評価システム（博多天神地区）

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



行政、民間の双方の投資が循環、還元される仕組み

 

行政 

民間 

投資 

基盤整備 

公的空間整備 

建物の更新 

大改造計画 

将来像の実現 

○選ばれるまち 

○魅了するまち 

○誇りに思うまち 

経済活動の拡大 

税収の増加 無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



丸亀町商店街連鎖型再開発にともなう
補助金と税収増の見込み

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



７．新しい都市づくりと環境・エネルギーと
防災・減災を追求するエリアマネジメント

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



１．日本のエリアマネジメントにおける
これまでの一般的な環境対応

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



２．環境対策の必要性の高まり

環境問題への対応が企業活動・地
域のリスクにつながる

環境に対応することが企業・エリ
アに新たな価値を生む

 制度対応のリスク
東京都の環境確保条例等
環境情報の開示強化
グリーン調達の強化

 コストリスク
ハイスペックなシステム
導入

 企業間・地区間の格差
や差別化などのリスク

 地域価値の向上

地域ブラントの確立

資産価値の上昇

 企業価値の向上

CSR等の観点からの評
価

中長期的なコスト低減

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



３．環境対策の必要性と
エリアマネジメント活動で取り組むメリット

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



４．エリアマネジメント活動で
取り組むメリット

環境水準が上がる・一定になる 連携することへの評価がある

 管理主体が全体を見渡
して管理

 管理主体が地域価値を
高めることを追求する

 エリアを全体として見
ることによる効率化・
最適化

 個別の取り組みとは
異なる評価が行政な
どから行われる

 まとまって行うこと
により行政などの制
度化を進めることに
つながる

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



５．エリアマネジメントと防災・減災

 2011年3月に発生した東日本大震災は、従来の
様々な価値観を見直す大きな契機となりました。
エリアマネジメントにおいてもこれは例外では
なく、かねてより行ってきた地域防災の取組み
は、再考を余儀なくされています。

 防災はエリアマネジメントにおける最も基本的
な課題の一つであり、東京都心でも従来から多
くの場所で様々な取組みが実施されて来ました。
これからは、単なる地域課題の解決という立場
から脱し、より広い視点から取り組むことが求
められます。

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



６．エリアマネジメント組織による防災減災
の取り組み

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



８．エリアマネジメントによる
環境・エネルギーと防災・減災の掛け合わせ

無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す



無
断

転
載

・無
断

利
用

を
禁

じ
ま

す




